不在者投票に係る実績報告書
鳥取県選挙管理委員会委員長　様

　令和６年１０月２７日執行の第５０回衆議院議員総選挙及び第２６回最高裁判所裁判官国民審査において、当施設で実施した不在者投票については下記のとおりです。
令和　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　施設名
　　　　　　　　　　　代表者（不在者投票管理者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
記
１　不在者投票実施日　　　　　令和６年　　　月　　　日

２　不在者投票実施時間　　　　　　　時　　　分　から　　　時　　　分
３　不在者投票をした選挙人の実数　　　　　　　　　　　　　　　人

　　※内訳は別紙のとおり

　　※「不在者投票をした選挙人の実数」は、延べ人数とせず、また、県外者も含めたものとすること。

４　立ち会わせた者の氏名等　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　

下記①～③の全てについて、当該立会人が該当するか否かを○で囲んでください。

①　市町村の選挙管理委員会が選定した者に（ 該当する / 該当しない ）　　　　　
※「公務員」はこれに該当するため、公立病院の職員が立会人をつとめた場合は、「該当する」
を選択すること　　　　　

　　　②　当該指定病院等の職員に（ 該当する / 該当しない ）　　　　　　　　　

③　市町村職員に（ 該当する / 該当しない ）（市町村名：　　　　　　　）　

５　立ち会わせた時間　　　　　　　　時　　　分　から　　　時　　　分
　　
６　立ち会わせた者に対する謝金及び旅費支給の有無　　　　　　　　　（　有　 /　　無　）
７　立ち会わせた者に対する総支給額　　　　　金　　　　　　　　　　　　円　

（　別　紙　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施設名　　　　　　　　　　　　　
	不在者投票用紙等
を請求した市町村名
	不在者投票をした選挙人の実数（人）

	鳥取市
	

	米子市
	

	倉吉市
	

	境港市
	

	岩美町
	

	若桜町
	

	智頭町
	

	八頭町
	

	三朝町
	

	湯梨浜町
	

	琴浦町
	

	北栄町
	

	日吉津村
	

	大山町
	

	南部町
	

	伯耆町
	

	日南町
	

	日野町
	

	江府町
	

	鳥　取　県　計
	

	県外者
	

	合　　　計
	


不在者投票特別経費交付金請求書

一金　　　　　　　　　　　　　　　　円

（　内　訳　）
　　　不在者投票者数に応じた経費　　　　　　　　　　円（＠１，０７３円×　　　　人分）

立会いに要した経費【注１】　　　　　　　　　　円（一人一日につき１０,９００円が上限）
　ただし、令和６年１０月２７日執行の第５０回衆議院議員総選挙及び第２６回最高裁判所裁判官国民審査の不在者投票特別経費交付金として、上記のとおり請求します。

　　　令和　　　年　　　月　　　日

所在地

（住 所）

施設名
【注２】
代表者

（職氏名）
　　鳥取県知事　　様

　　　上記金額を下記口座に振込みいただきますようお願いします。　　　　　　　　　　　 

	金融機関名
	支店名
	預金種別
	口座番号

	               銀行


	支店
	預金


	

	(フリガナ)

口座名義人【注３】

	


【注１】立会いに要した経費は、立会いに従事した時間が１日（8.5時間相当。ただし、７時間を超える場合は、１日とみなす。）の一部の時間のみであった場合、その従事時間数（１時間未満の端数は１時間とする。）に応じた額が上限となります。

（例）3時間20分従事した場合の上限額

計算式：10,900円×4時間÷8.5＝5,129円（１円未満切捨て）
【注２】施設の所在地、施設名は、必ず正式な名称等を記入してください。
【注３】口座名義人は、必ず金融機関への届出のとおりに正確に記入してください。フリガナも併記してください。
委　　任　　状

令和　　　年　　　月　　　日

　　　委任者　　　　住　所

　　　　　　　　　（所在地）

　　　　　　　　　　施設名
代表者
（職氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　令和６年１０月２７日執行の第５０回衆議院議員総選挙及び第２６回最高裁判所裁判官国民審査に
係る不在者投票特別経費交付金

　　　金　　　　　　　　　　　　　円

　の受領に係る権限を下記の者に委任します。

記

　　受任者　　　　　住　所

　　　　　　　　　（所在地）

　　　　　　　　　　施設名
　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　※請求書と口座名義人とが同一の法人名の記載があり、請求書と振込先が同一の組織であると明確に判断できる場合には委任状の提出は不要です。

